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COVID-19による深刻な影響の対応で、一部の企業は、同じオフィスで働く従業員に簡易検査を受けさせ、その証憑に

基づき従業員が支払った簡易検査料の払戻しを行っています。しかし、企業が支払ったこれらの簡易検査費用は、会

社の税務費用として計上できるのでしょうか？従業員の給与所得として所得税を控除する必要があるのでしょうか？

COVID-19 関連法令 (十八)

企業が従業員へ簡易検査や補助を提供した場合の費用計
上に関する疑義
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現行の税務法令規定では、従業員の健康診断に対する

補助金は、原則として従業員の給与所得に含める必要

があるとされています。但し、職業安全衛生法に基づき

実施しなければならない健康診断の場合、例えば「一般

健康検査」、「特別に健康に危害を与える作業従事者の

特殊健康検査」及び「中央主務機関が指定する特定対

象及び特定項目の健康検査」等を含む３項目は例外と

され、規定の範囲内での企業の支出は、従業員の給与

所得とはみなされず、従業員の所得税控除の必要はあ

りません。

台湾では、2020年1月15日付で「厳重特殊伝染性肺炎」

（COVID-19）を第五類法定伝染病とする旨が公告され

ました。オフィス内の従業員の感染が確認された場合に、

企業が同じオフィスで働く従業員に簡易検査を強制した

場合、従業員は簡易検査費用の支払証憑をもって費用

を精算します。当該検査が上記の職業安全衛生法の規

定の範囲内であると認定された場合、企業はその費用

を従業員の給与所得ではなく、従業員福利費用として実

額で税務上費用計上することができます。一方、企業が

従業員に各自で簡易検査を受けるよう奨励した場合は、

上記の職業安全衛生法の規定の範囲外となるため、現

行の規定では、企業の従業員に対する補助とみなされ、

従業員の給与所得に含めなければなりません。

ニュース報道*によると、財政部の担当官は、簡易検査

費用の税務申告に関する規定がまだ公表されていない

ものの、従業員や営業場所の安全維持に基づくもので

あり、防疫目的を考慮して、原則として会社の税務費用

として計上することに同意すると述べています。

但し、現在の所得税法の一般的な適用状況によれば、

企業が簡易検査所を設置し、従業員に検査サービスを

提供した場合、従業員の給与所得とはみなされません。

企業が従業員の簡易検査費用を補助しているのであれ

ば、一部の担当官は従業員の検診を補助しているのと

同様であり、性質上は給与所得に近く、所得税控除規定

の対象とすべきだとも認識しています。

企業に疑義がある場合、所在地の国税局に問い合わせ、

直接税務当局に実務取扱を詳しく確認するよう財務省

の担当官が勧めています。

*経済日報，2021年6月8日，ウェブサイト：

https://money.udn.com/money/story/6710/5517767

工商時報，2021年6月8日，ウェブサイト：

https://ctee.com.tw/livenews/aj/ctee/A07659002021060815330850
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